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フランスにおける生徒の進路指導と学校選択

－進路指導と「学校設置・配置図」
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合経済政策を採っており,そこに入り組む要素は，

自由主義経済におけるほどではないとしてもかな

り複雑である。学区制度を総称する用語として

「学校設置・配置図」（cartescolaire）が用いら

れているが，これは以上のようないくつかの輻義

する意味を包含している。なお，本論では「学校

設置・配置図」と学区制度の双方の用語を平行し

て用いる。

日本においても，学校選択や通学区に関わる問

題は多く，学校指定変更，区域外就学，越境入

学，通学区域変更に伴う争議，偏差値重視による

いわゆる輪ぎり進学指導，高等学校中退者の増

加，不本意入学などによる無気力生徒・学生，後

期中等教育における普通教育と職業教育の問題な

どがある。これらの問題は，直接的・間接的に進

路指導や学校選択や通学区の問題と関係してお

り，またその根底においては教育とは何かや，能

力とは何かや，さらに個人の自由と個人間の平等

や，個人・社会関係などの根本的な問題と関わっ

ている。

本稿は，以上に述べたフランスにおける進路指

導と学校選択に関わる要素間の関係について，そ

の複雑さゆえに直接に明らかにすることはできな

いが，その解明に向かう手掛かりとなるような前

提的な問題について検討することを目的としてい

る。フランスでは，一般に学区や通学区域によっ

て地区を区分することを地区別区分（sectorisa-

tion）と呼んでいるが，今日このような区分を柔

軟化する実験段階にあり，また地方分権化も相俟

って，この問題を研究するための好材料を提供し

ていると言える。
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（－）はじめに

フランスの中等教育における生徒の組織的な進

路指導についてその概要は良く知られているが，

その詳細な手続きになると，まだ明らかにされて

いない点が多い。進路指導は，理念として，生徒

の成績を含め，その観察結果に基づき，生徒の進

路を勧告するのであり，それによって生徒を各学

校に振分けることが進路指導の大きな機能であ

るが，この場合の振分についての学校選択や学区

制度との関係に関わる問題は，これまであまり詳

細にされてこなかった点の一つである。

この解明を阻んできたのは，進路指導活動が主

として学校内部の機能であるのに対して，それに

基づく振分が学校の外部における機能であり，進

路指導との関係が明確にされていないこと，振分

と学区制度との関係が同様に明確にされていない

ことにある。とくに中等教育の学区制度について

は，それは単なる生徒の通学区域を規定するだけ

ではなく，国全体の教育政策，ひいては国の発展

計画とも関係するものであるとされているが，そ

れらの連関関係は明らかにされていない。計画経

済の国であれば，その結果がどうであろうともそ

れらの間の関係は明確であろうが，フランスは混
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ろ。フランス革命期に，コンドルセはその公教育

一般組織に関する報告および法案のなかで(1)，小

学校，中等学校などの五段階に分かれる学校を地

区や人口に応じて配置することを提案している。

すなわち，コンドルセは学校の配置において不平

等（in6galit6dansladistributiondeces

6tablissements)がないよう構想したのである。

学区の制定はいうまでもなく，義務教育の実施

と深い関係を持っている。フランスにおいて義務

教育が規定されたのは1882年３月28日の法律によ

ってである。これは1936年８月11日の法律によっ

て－部改正されたが，今なお適用されている。フ

ランスの場合，学校において義務教育を履行する

いわゆる就学義務ではなく教育義務規定である

が，義務教育が規定されて一年たたないうちに交

付された1883年３月20日付け法律は，市町村に

「役所所在地，集落あるいは役所所在地から３１，１

以上離れており，学齢児童が最低20人いる小集落

に学校の建物を備える」義務を課し，その費用も

市町村の義務とした。

その三年後の1886年10月30日付け法律の第11条

は，すべての市町村が公立の小学校を少なくとも

１校設置しなければならないことを規定し，設置

義務を厳しくした。しかしこの法律は，学校を設

置する基準となる学齢児童の最少児童数は示さ

ず，学校の設置形態については近隣の市町村との

組合立学校を認め，その実をあげる措置をとって

いる。そして，1882年法律を改正した1936年８月

11日の法律はつぎのように規定している０

（二）フランスの中等教育における「学

校設置・配置図」および学区制度の

成立と現状

フランスにおいては，小学校についてはその住

居の最寄りの学校に通うように義務づけられてい

る。「学校設置・配置図」は，主として中等教育

の生徒を対象として構想されたものであり，それ

は二つ，すなわち「セクトゥール・スコレール」

（secteursscolaires）と，「ディストリクト・ス

コレール」（districtsscolaires）に分けられてい

る。これはともに学区，もしくは通学区と訳され

るものである。前者の「セクトゥール・スコレー

ル」は，中等教育の前期にあたる第一期課程の生

徒に関係している。今日，かってのリセは単線型

教育制度への改革によって15歳から18歳の後期中

等教育を行う学校に変わり，１１歳から15歳までの

前期中等教育は，統一された単一のコレージュに

よって確保されていろ。したがって，この「セク

トゥール・スコレール」は，「コレージュ学区」

と呼び，後者はリセの生徒を対象にしたものであ

るので「リセ学区」と呼称し，区別することがで

きる。「コレージュ学区」はいくつかの小学校の

通学区を含み，同様に「リセ学区」は数個の「コ

レージュ学区」から構成されている。

フランスの大学区（acad6mies）制は著名であ

るが，これは従来地方における教育業務の単位で

あったが，1983年の地方分権化によって地方教育

行政の単位に変わりつつある．大学に関する通学

区は，大学の最初の二か年にあたる第一期課程に

ついては，原則としてパカロレア資格を取得した

大学区所在の大学に進むことが義務づけられてい

る。大学生が集中しているパリ地区の三つの大学

区では，いわゆる1968年の五月革命に伴う大学改

革から1977年頃まで，学生の居住地と専門とを組

み合わせた通学区が設定されていたことがあり，

また今日もあるものはそれを維持しているが，そ

のような区分を通学区分化（sectorisation）と呼

んできた。この呼び方が，同様に中等教育以下に

おいても，「コレージュ学区」や「リセ学区」の

通学区分の一般的な呼称として用いられているこ

とは既述のとおりである。

「すべての市町村は少なくとも1校の公立小学

校を設置しなければならない。役所所在地から離

れた集落あるいは３km以上離れ，学齢児童が少な

くとも,5人いるその他の集落についても同じであ

る。

しかし，県初等教育評議会は国民教育相の承認

を得て，二つ以上の市町村が組合で1校あるいは

組合立の講座を設置，維持することを認可するこ

とができる。これらの設置や維持が二つ以上の隣

接する県に属する市町村に関係する場合，当該県

の各々の県初等教育評議会の承認を得る必要があ

ろう。

この組合を設置しなければならないのは’二つ

以上の小さな町村が少なくとも３'､離れており，

その一方の町村の学齢児童が常に'5人に満たない

場合である。これは県初等教育評議会および市町

村議会の意見に基づき大臣によって決定される。

一つの市町村に属する－つもしくは複数の集落

１）「学校設置・配置図」および学区制度の成立

通学する区域を定めることは，公教育の成立と

ともに現れている。それは公教育を子どもがどこ

で生まれ，生活しようともそれから恩恵を受ける

ために学校の設置を定めたことから起こってい
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この進学は，都市と農山村，また発展した地方

とその他の地方との間においてとくに大きな不均

衡があった。中等教育機関はパリやある市，とく

に南部に多く，密集していた。しかし，フランス

の中央部や北部ではまばらであった。中等教育を

受ける子どもの割合は，地方によって70％から２０

％の開きが存在した。教育上の豊かさを国民全体

に再配分することが，全国的な平等を達成するた

めの緊急な関心事となったのである。

就学の問題は，同年齢集団が大きくなりその圧

迫や，教育に関する社会的・産業的要請のもと

で，新たな激しさをもって提起されてくることに

なる。1959年の法律，いわゆるベルトワン改革は

これらの必要に応えようとしたし，同時に義務教

育を16歳に延長した。

政情不安定でつぎつぎと代わる政府が，学齢児

童生徒のために受け入れ能力を体系的に拡大し，

組織せざるを得なかったのは就学の振興の必要か

らであった。1958-59年について見ると，１１歳

(1947年生まれ）の生徒数830,800名のうち，５５．８

％は初等教育に在籍し，18.1％は小学校完成級

に，そして，わずか24.4％が中等教育に就学して

いた(6)。

これらの100万人に近い子どもを受け入れ，進

路指導し，各種の資格を与えてやるためには，伝

統に従って都市中心に，要するに経験的な方法で

学校を設置することに甘んじていることはもはや

不可能になっていた。公立学校の首尾一貫した学

校網（r6seaucoh6rentd'6tablissements）を作

る必要があった。これが「学校設置・配置図」

（cartescolaire）である。

既述したように，教育機会の平等化のために，

すでにコンドルセが学校などの教育機関を普く均

等に設置することを提案しているが，この「学校

設置・配置図」という用語が最初に公式文書にで

るのは，著名なランジュヴァン・ワロン改革案

（1947年）においてである。

その審議過程においては，少なくとも第66回全

体会議（1947年５月29日開催）で，改革施行時期

に関わって検討されている。その中で，とくに農

山村地区の教育組織の立案に尽力したセネーズ

（S6n6ze）が，「学校設置・配置図」の用語を用

いており，その他に，ワロン（HWallon，ラン

ジュヴァン死去後,委員長)は「学校地図｣(g6o-

graphiescolaire）を，またラヴェルニュ（La-

vergne）は「カルト・デ・ゼタプリッスマン」

（cartedes6tabliSsements）を，さらにモノ

（Ｇ・Monod）は「プラン・スコレール」（plan

Iま，隣接する市町村の学校と併合することができ

る。

この措置は，当該市町村議会の審議を経て決定

される。意見が対立した場合，県初等教育評議会

の決定によって命じられることがありうる。

市町村あるいはその組合の人口が500人以上の

ときは，県初等教育評議会が男女共学校を代わり

に認めない限り，女子のための特別学校を少なく

とも１校設置しなければならない｡」（第11条）

このような学校と居住地との距離の規定は，大

部分の子どもが学校に歩いて通学していた時代に

あっては,その通学を確保し,保障するために重要

なことであった。またこのような観点から，二つ

以上の公立学校の近くに住んでいる家族は，その

学校が属する市町村の中であろうと，その外であ

ろうと，これらの学校のうちどちらかに子どもを

入学させることができた。ただし，その学校の定

員が規則(2)によって認められた最大生徒数にすで

に達していないことが条件とされたのである(3)。

その後，通学距離の概念は大くき拡大され，他

方多くの市町村立の小規模学校は統廃校された。

すなわち，通学児童の輸送手段の発達は，子ども

の再編成を可能にしたのである(4)。その結果，複

数の公立小学校を有する市町村（とくに市）にお

いては，各々の学校の境界線（p6rimetre）は市

町村長によって定められ，家族はそれに従わなけ

ればならないことになった（1946年５月22日付け

法律)。ただし,長は境界線についての例外措置を

認めることができるとされている。小学校の通学

区域については，「小学校通学境界線」（circon-

scriptionscolaire)と言う用語が頻繁に用いられ

ている。

このように学区を定め，学校の設置義務を課す

などの措置は初等教育の普及に大きく貢献してき

たが，小学校教育段階以上の教育については問題

があった。それは，地域的な不均衡の問題であ

る。

小学校教育は19世紀の末葉から２０世紀の中葉ま

での間に伝統的な様相をとることになった。すな

わち，複線型教育体系において，生徒は小学校中

級の後は小学校完成級(clasSesdefind，etudes

primaires),や高等小学校の学級に進み修了証書

を取得し，その後各種の職業免状を取得した。他

方中等教育については，留年を考慮に入れると，

30影が長期および短期の中等教育に，また平均し

て43％の生徒は小学校補習科（courscompl6-

mentaires）に進んだ。
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scolaire）を用いて論議している(6)。これらの用

語は，その主旨において「学校設置．配置図」と

まったく同じである。しかし，前後するが，第６・

回全体会議で改革案の「序論」部分の草稿が審議

されており，そのなかではすでに「学校設置．配

置図」（CarteSCO1aire）が用いられている(7)。用

語が定着するまでの混乱であろう。

この用語は，ランジュヴァン・ワロン改革案の

なかではつぎのように用いられている。

後の「コレージユ学区｣）は，1963年５月３日付

け通達で規定された。後期中等教育については，

1965年１月５日付け65-6号通達で「第二期課程学

区」（districtsdesecondcycle，後の「リセ学

区｣）が定められた。

この目的は，①1960年代に入ってからの就学人

口の急上昇（教育爆発）に直面し，受け入れを組

織化するため（これは経済社会的要請よりも重要

であった)，②1959年改革の実施（義務教育年限

の14歳から16歳への延長）と，小学校の卒業生を

すべて受け入れる目的をもった「中等教育コレー

ジュ」（ＣＥ.Ｓ・’1975年に単一のコレージュとな

る中等教育機関）の設置に伴う改革の遂行に応え

るためである('2)。

「学校設置・配置図」の概念は，力動的で，時

間的，または空間的にみて，その性質上変化しや

すい現実を包含している。それは,計画図(plan）

というより，児童数を調査し，地理的に位置づ

け，子どもが必要とする教育をできるだけ考慮に

入れ，子どもの就学問題を解決するために作成さ

れる「計画化｣(planification)である。ランジュ

ヴァン・ワロン改革案における「学校設置・配置

図」の構想は，戦後フランスの復興計画であり，

その後の経済社会発展計画の基となるモネ計画

（P1anMonet，1946-1953）の中で優先的に考慮

されることが希求されたのである('3)。

1963年５月３日付け通達は，その理念をつぎの

ように述べている。「『学校設置・配置図』は，す

べての子どもに16歳までの義務教育の延長の原則

を現実に示し,また各人がその意欲･関心(gofits）

や適性・能力（aptitudes）に最も合った教育か

ら利益を得ることができるために進路指導の実施

を可能にするものでなければならない｡」

このために，人口統計学に助力を求め，動態人

口が前代未聞の状態に達したこの時代のこの動き

を認識して，学校を改築し，拡張し，また多数の

新しい学校を建設しなければならなかった。公式

の表現に従って表現すると，「学校設置・配置図」

の野心は，「ある一定の見通し」の中でそれが全

国計画（plansnationaux）の構成要素をなすこ

とであった。その全国計画のなかで，学校の建設

や設備の予算が見込まれたのである('4)。

また，改革が追及している民主化は，初等教育

に続く教育ができるだけ子どもの住居から近いこ

とを求めている。ジュール・フェリの小学校の成

功は，とくにそれがすべての子どもの届く範囲

に，最も辺鄙な村まで，３kmを越えない通学半径

の採用によって開設されたことによる｡義務教育

「[教育］組織の改革によって，学校設置・配

置図はただちに見直しがなされなければならな

い｡｣(8)

「農山村地区の子どもが，その他のすべての子

どもと同じようにこの改革の恩恵を受けなければ

ならないのであり，第二期［11-15歳］の学校を

国土全体に配置（diStribuer）しなければならな

いことになろう（寄宿舎を設置したり，あるいは

遠隔地の子どもを組織的に集めることによって，

郡立または市町村組合立の学校を設置する｡)｣(9)

「予測される学校建築の問題は欠くことのでき

ない問題である。法律が成立した場合，－か月以

内に県委員会が設置され，地域ごとの学校設置・

配置図が作成されなければならないだろう。この

委員会は，大学区事務局の代表者，選挙による議

会（県議会および市町村議会）の代表者，教員団

体および大規模な経済団体の代表者から構成され

ることになろう。

遅くとも６か月以内に，それらの委員会は学校

設置・配置図一すなわち，現存の校舎を各種の教

育に割り当てることや，校舎の整備計画を作成し

ておかなくてはならない。建設されるべき施設に

ついての指図，割り当て，地域的特1ILk，規模につ

いても含んでおくべきである｡｣(1゜）

周知のように，ランジュヴァン・ワロン改革案

は全面的に実施されるには至らず，その後，改革

案が多く提出されるが，実施に移されることはな

かった。戦後のフランスにおいて，教育の初めて

の大改革となったのは，1959年１月のベルトワン

改革であるが，その実施を推進するために，１９５９

年10月７日付け訓令（B､０．，゜２１）が公示され，

その中で「学校設置・配置図」の基本原則が述べ

られた('1)。

これに基づいて，「学校設置・配置図」が中等

教育について初めて作成されたのは，1963年であ

る。前期中等教育である第一期課程を対象にした

｢第一期課程学区」（secteursdepremiercycle，
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を16歳まで延長した場合，その改革の成功は，同

様に小学校を終えて進学する学校への通学半径

が，履修する選択科目についてかなり縮小され，

また輸送手段の発展を考慮に入れて15～20kmにな

されるかどうかにかかっているとされた（1963年

５月３日付け通達)｡

「教育機関（コレージュあるいはリセ）を家族

に近づけることが，もし同年齢水準の生徒にとっ

て，多様な適性・能力に対応するいろいろな選択

科目が同様に接近可能な物質的条件のもとで提供

されないならば，問題を不完全にしか解決しない

ことになるだろう。このような多様性を同一の場

所に統合する必要性が生ずるが，このことは学校

の拡散に制限を課すことになる。事実，観察課程

（cycledbbservation）の年齢から，各々の生

徒が，教育課程や，その練習問題の性格や，また

その学習リズムに従って生徒の適性・能力の最大

限の発達を確保するような選択科目を履修できる

ことが肝要である。第一期課程の最も小規模な学

校しかない地区は，したがって，年齢毎に少なく

とも三つの独立した学級が編成できるに充分な人

口数に対応していなければならないだろうし，そ

の学級が観察と進路指導の期間を通じて適時と判

断されるような調整ができるようにするために，

互いに充分に生徒を受け入れ易くしておくことは

当然である｡」（1963年５月３日付け通達）

「学校設置・配置図」の作成や実施については，

国民教育省段階では教育組織・教育課程総局の

｢全国学校設置・配置図委員会」（1960年６月１日

付け省令第２条に基づき，1960年６月11日付け省

令で設置)，また大学区段階では「大学区学校設

置･配置図委員会」（1964年12月８日付け政令で設

置)，さらに県段階では｢県学校施設委員会｣(1964

年３月14日付け64-250号政令第７条に基づき1965

年５月19日付け政令によって設置）が担当すると

された。その後の改革は，1971年６月１１日付け

71-449号政令によるものであり，それは，原則に

ついてつぎのように規定している。「第二段階教

育の公立の教育の学校設置・配置図は，大学区学

校設置・配置図委員会の意見に基づき大学区長が

行う提案を基礎にして，国民教育相が省令で定め

る公立教育網をなす。［中略］このために，就学

可能な生徒数の地理的区域，すなわち第一期課程

については第一期課程学区，また第二期課程につ

いては第二期課程学区と呼称される区域が定めら

れる｡そのなかで,公立教育の学校が設置される｡」

この学区制度には，例外措置が設けられてお

り，ただ大学区視学官だけが，家族に対してその

居住地に属しない「第一期課程学区」や「第二期

課程学区」に子どもを登録する権利を認めること

ができるとされている。就学義務からしだいに

「学校設置・配置図」というある種の義務に，す

なわち指定された学校への義務に移行していくの

である。第二期課程の選択科目の場合，とくに職

業選択科目の場合において，家族の選択によって

は生徒の登録がその居住地から遠い場合や，ある

いは大学区外の場合もありうる。寄宿舎が提供さ

れる可能性がある時は，その考慮の対象となるの

である。

「学校設置・配置図」の修正は，その本質上，

つねに必要である。大臣は1971年にこの方向で訓

令を出している。あまりにも小規模すぎ，あまり

にも財政がかかりすぎると判断された学校は，閉

校に追い込まれることになる。しかし，このよう

な閉校の方針は中途で中止された。政府は，閉校

の対象となるような小規模のコレージュを維持す

ることによって，農山村地区における沈滞現象に

対する戦いをより正当な措置と判断したのであ

る。コレージュの通常の最小規模は，教師の専

門，選択科目の開講，特別教室，アトリエなどの

理由によって400人とされたが，農山村地区での

最小規模は240人となった（1975年11月18日付け

75-414号通達)。

このようにして，「学校設置・配置図」政策は，

後に述べるような批判があるとしても，教育機会

の平等化に大きな貢献をしたのである。その約１０

年後の結果はつぎのようである。すなわち,1976-

77年において，1965年に生まれた１１歳の855,000

人の生徒について，その40.9％は初等教育に就学

していたが，第二段階教育には54.4％が在籍する

にいたっていた。中等教育に就学している生徒数

の増加は，小学校完成級の廃止によって第二段教

育に取り込んだ生徒数を凌駕している。また，年

齢的な就学状況をみると，１５歳の場合，1943年に

はその53％が就学していたに過ぎないが，1976年

には，それは92.2％になり，1978-79年には100％

に到達している。

２）教育行政の事務地方分散化および地方分権化

と学区制度

既述したように，「学校設置・配置図」は，大

学区における大学区学校設置・配置図委員会にお

ける審議結果に基づき，国民教育相が決定してき

た。大学区の委員会は，大学区当局の当該職員，

選出委員，職業人代表，父母代表，教職員代表な

どからなり，かなりの参加が認められ，いろいろ
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な研究や資格ある県の機関の見解を収集して大学

区長にその意見を述べる権限をもっていた。この

方式は1965年から続いていた。

フランスは，ナポレオン一世以来，強い中央集

権制をしいてきた。「学校設置・配置図」につい

ても，その発足以来，中央行政が教育や養成の設

置・配置をできるだけ平等な方法で組織し，必要

に応える努力をしてきた。中央集権制は，平等を

確保するための最良の制度であり，民主的と考え

られてきたのである。しかし，広大な国土からの

要請をパリから応えるには困難も多く，いわゆる

フランス病の大きな原因の一つとして非難され，

教育行政だけに限ってみても，すでに事務の地方

への分散（d6concentration）の考え方が進行し

ていた。事務の分散化は，地方分i権化（d6cen-

tralisation）とは異なり，あくまでも中央機関が

決定権をもっている。これに対して，地方分権は

地方段階で決定が行えることを意味している。

この教育事務の地方分散は，「学校設置・配置

図」についても現れた。1980年１月３日付け80-

11号政令は，これまで国民教育相が決定していた

「学校設置・配置図」を，大学区長の権限とし

た。と同時に同年９月15日付け省令によって，大

学区学校設置・配置図委員会の構成を拡大して，

地方の要素をより多く考慮する措置が採られた。

すなわち，1980年１月３日の政令は，これまで

の1971年の政令に取って代わった。それ以来,｢公

立中等教育の学校設置・配置図は，大学区の長に

よって決定される。その作成に関わる案，修正，

適応および適用は大学区長によって準備される。

それらは，地域圏知事によって，地域圏，県，あ

るいは資格ある職業人の機関へ諮問され，それか

ら大学区長は意見を求めるため大学区学校設置・

配置図委員会に付議する。

大学区長は，全国的な設置・配置図の対象とな

るような専門的なものを除いた職業教育に関する

学校設置・配置図を決める」（第７条）ことにな

った。すべてが大学区長の権限になったのではな

く，国民教育相には国の優先政策の対象（たとえ

ば今日，電子工学のコースなど）となるような専

門教育に関する権限が留保されている。

また，新学期毎に変化する学校人口について，

その受け入れ能力を需要に合わせるのは教育行政

の主たる責任であり，国民教育相は大学区長にた

いして基本的な指針や指令を出すことになってい

る。このような国民教育相の権限に基づき，大臣

は1981年に，大学区の「コレージニ学区」と「リ

セ学区」への区分を再検討するよう大学区長に求

め，また「それらを1981年から1990年の期間に予

測できる就学可能な人口の移動や，現存の学校の

受け入れ能力に応じてしだいに修正していくこと

が良い」とする指示を出し，1981年以後の学校設

置・配置図の改正を企図している（1981年４月２３

日付け81-179号通牒，Ｂ､０．，゜17,1981)。第二

段教育の学校の生徒受け入れ数は，教育条件を良

くするために基準が厳格になるにつれて少なくな

ることが予想されており，900人用に作られた(科

毎に35名）コレージュは実際600人の収容能力に

なるとの見通しがなされている｡なお当初の1,200

人の生徒規模のコレージュは，1971年以来廃止さ

れている。

今，フランスは強力な中央集権制度から，地方

分権に向かいつつある。これまで，教育行政につ

いては，中央行政はあっても地方行政はなく，大

学区における事務は地方行政ではなく，あくま

でも教育行政の大学区における業務（services

acad6miques）であるに過ぎなかった。上述の教

育事務の地方分散化はそれ以上のものではないも

のの，教育の地方分権化の前段階になっているこ

とは否定できない。

この地方分権化は「1983年１月７日付け83-8号

法律を補完する1983年７月22日付け83-663号法

律」に規定され，教育についてはその第Ⅱ編第２

部の第12条～27条にわたっている('5)。

現在，まさに地方分権化の準備・実施段階にあ

り，具体的で正確な状況を知るにはまだ時間が必

要のように思われる。1970年代の保守政権中に構

想されていたとは言え,ミッテラン政権が社会主

義的傾向のなかで地方分権化を実現することは，

多分，世界最初の試みであり，教育行政の観点か

らのみならず，政治体制の立場から広く関心のも

たれるところである。すなわち，社会主義一平等

主義一中央集権化一計画化と自由主義一地方分

権一非計画化との対置から想起させられることに

注目してなりゆきを見ることにしたい。

これまでの「学校組織網」（r6seauscolaire，

中等教育における「学校設置・配置図」の別の呼

称）は，1985年度まで有効であるが，上述の1983

年の地方分権化法によって，こんどは地域圏議会

（conseilr6gional）が中等教育における「教

育・養成の予備的計画」（sch6mapr6visionnel

desformations，従来の｢学校設置・配置図｣の

新しい呼称）を作成し，国の代理に提出すること

になっている。すなわち，「地域圏議会は，『県

の同意を得て」また計画によって定められた方針

を考慮に入れて，コレージュ，リセおよび『農事
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月に始まった私立学校を公立学校体系に組み込む

政策の中から生まれたのである。この試みは私立

教育側における強い反対で今日まで実施されてい

ないが，通学区制の緩和は，「これまでまったく

自由であった私立学校への入学について今後は一

種の『ゆるい学区制』を敷く代わりに，公立学校

についても，親・生徒の側の一定の選択の自由を

認めることとした（公立・私立をほぼ同一条件に

置くことにした)」ものとされている(18)。

この実験の決定は，私立教育問題が一段と困難

になった1984年３月26日に，時の国民教育相，サ

ヴァリによって行われ，当初，1984-1985年の－

年間に限って，しかも五つの大学区のなかの「コ

レージュ学区」について実験が行われた(19)。

したがって，これは小学校を修了した生徒がつ

ぎの教育機関であるコレージュヘ進学する時点で

の実験である。この実験の原則は，①旧「コレー

ジュ学区」に居住しているものは，振分において

優先権をもつこと，②家族の選択は，３～４校と

すること，③生徒定員の変更は，該当する学校に

おいて可能な定員内において行われるべきである

こと，④生徒の進路を調整するために，調和のた

めの地方委員会を設置すること，⑤この委員会

は，認められた基準に従って，学区の例外措置要

求の理由を検討する権限をもつこと，である。選

択の基準は，居住地とコレージュとの近さ，父母

の職場の位置が決定的となるような方法で規定さ

れたし，実験の観察と評価は,エコール･ポリテク

ニークの計量経済学研究室のバリオン（Robert

Ballion)に依頼し，その結果を学年末である１９８５

年６月30日までにまとめるよう求めたと報告され

ている(20)。

バリオンは，実験地区の105校のコレージュの

特徴的な資料と，子どもの振分の変更を願い出た

家族に宛てた質問紙の回答1,210の標本に基づき

報告している。その結果,明らかにされたことは，

①振分の籔例外の要求は依然として少数であり，実

験地区全体で10％を少し越えるに過ぎないこと，

②振分の例外要求は，父母の職場との近さや，学

校についての真の，あるいは思い込まれた名声度

が理由となっていること，そのゆえに通学区域

（sectorisation）はこれらの格差を生みだすもの

ではないことを強調することが重要であること，

③家族の満足度は75％以上であり，それは旧い学

区制の場合よりも高くなっており，さらにこの手

続きの透明さが父母にもっとも評価されているこ

と，である。それゆえに実験を他の地区にも拡大

することが提言されている(21)。

法典（CO“”γα/）のＬ815-1条の対象となっ

ている特別教育，水産・養殖養成学校および農業

教育機関』における養成についての予備的計画を

作成し，国の代理に『伝達』する｡」（第13条第２

項）と規定されている。この新法は，「教育権限

の委譲の実施に関する1985年３月20日付け85-34

8号政令｣の適用によって実施に移され,その実施

日は1986年１月１日であるが，実質的には1986年

９月の新学期から適用されることになる('６)。

ともあれこの法律は，「学校組織網」の作成に

あたり，これまでとは異なる新しい機関，すなわ

ち市町村議会，地域圏議会，県議会を介入させる

ことになるのであり，これらに対して小学校，コ

レージュ，リセの開設，予測，設置における本質

的な責任を委ねることになっている。この法律の

目的は，学校の利用者すなわち家族と決定権限が

与えられている当局とを近づけることである。

ところで，この地方分権の枠の中で，「学校設

置・配置図」の柔軟化が行われるのか？新しい

学区制度になり，いろいろな'性格をもつ，すなわ

ち生徒の意欲・関心や適性・能力にあった教育が

選択できるようになるのか？これまで知られて

いない選択の自由が父母に与えられることになる

だろうか？この可能性は，価値の違い，すなわ

ちいわゆる学校格差を生み，それを強調するに至

るのではないか？それらは大きな新聞が規則的

に行っている調査にも拘わらず，国民教育が認め

ることを拒んできているものである('7)。このよ

うに，既述した中央集権による平等化と地方分権

による不平等との関係から想起される不安が明ら

かにされている。

３）学区制度の改革動向一通学区域の柔軟化

以上述べてきたように，フランスは今日，教育

行政の地方分権化の真最中にあり，「学校設置・

配置図」も大きく変化しようとしており，現状を

述べることはきわめて困難である。他方，この地

方分権化と平行して行われている通学区域の柔軟

化（assouplissementdelasectorisation）の実

験が実施されており，それについて検討したい。

通学区域の区分については，とくにパリのよう

な大都市において，いわゆる良いコレージュ，リ

セに子どもを入れるために父母がいろいろな手段

を用いて奔走することがあり問題になり始めてい

た。しかし，日本のように，国民すべてが高校や

大学などの受験に関心を抱いている国ではないの

で大きな国民的問題になっているわけではない。

そのような中での通学区域の柔軟化は，1982年１
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報告書はバリオンとテリー（Ir6neTh6ry）に

よって，サヴァリに代わったシュヴェヌマン国民

教育相に提出されたものであるが，報告書をいま

少し詳細に検討してみたい(22)。

この実験で，従来の通学区域制と異なっている

点は，これまで例外として出てきていた通学校変

更願いが自動的に認められなければならないこと

であった。しかし，それは通学したいとするコレ

ージュに収容能力がある場合であり，そうでない

場合には，父母，校長，選出委員からなる三者委

員会が，変更の理由を審査したのち，その要望を

認めたりあるいは拒否する方法が採られた。通学

区域の区分をまったく廃止してしまうのではな

く，それを緩和することであり，その一定の歯止

めをサヴァリは強調していた。この実験において

は，そのためのいかなる人事移動もされないこと

が条件であったが，小学校の生徒数が減少傾向に

あり，このことは，危険を伴うことなく学区制の

緩和策を持ち込むことができたのである。

実験結果の第一の点は，学区制度の緩和にも拘

わらず，学区変更願いの率は高くならなかったこ

とである。ダンケルクでは，1983年度に，185の

変更の要求があったが，翌年の実験年度では277

になり，コートドール県においては，1983年度に

は7.3％の例外措置の願いがあったが，1984年度

では，9.6％にしか過ぎなかった。これは，デイ

ジョンを除けば，情報不足の結果ということもで

きる。願い出の75％は満足な結果を得た。

変更して選ばれる対象となる率のもっとも高い

コレージュは，かつてのリセの第一期課程であっ

たもの（71.4％）で，都市の中心にあり，社会職

能的階級の高い子どもが少なくとも20％いるよう

なコレージュである。またそのようなコレージュ

には，工業技術選択科目群が開講されておらず，

反対に稀な現代語などを開講しており，またい

わゆる格の低い学級，すなわち職業前教育学級

（Ｃ・Ｐ・Ｐ.Ｎ､）とか，特殊学級（ＳＥ.Ｓ､）など

がないものである。

比較的好まれるコレージュは，大規模過ぎず，

小規模もしくは中規模の学校であり，これは家族

に信頼の感じを与えるようである。

好まれないコレージュは，生徒数が900人以上

いるような大規模校であり，また職業前教育学級

や特殊学級を持ったり，第６級での学習遅滞者

や，第６級および第３級での留年者が多く，反対

に第２級（後期中等教育）への進級者が少ない学

校である。

通学の変更を求めた1,210の家族に対する調査

結果によると，このような変更の要求をしたの

は，もっとも情報を持っている家族である。その

ような家族は教師であり，他のカテゴリーよりも

３倍も高くなっている。しかし，もっとも驚くべ

きことは，事務労働者(employ6s)が，社会的に

より高い地位にあるものよりも多く，変更を願い

出ていることである。さらに，報告者は，もっと

も低い階層すなわち工員や移民家族もまったく変

更を要求していないことはないと指摘している。

同じ社会的カテゴリーの家族が同じ学校に進む

ことになる可能性が予想されるが，報告者はその

ようなことはないとしている。高級管理職や自由

業の階層の４分３のものが，非常に希望されてい

るコレージュを選ぶとしても，事務労働者の43.3

％，工員の23.4％のものもこのタイプのコレージ

ュを希望している。反対に，工員の４分１は，あ

まり，あるいはほとんど進学したくないと判断さ

れているコレージュを選んでいる。この学校につ

いての高級幹部の希望は，9.70％である。

社会職能的な階級がどのような基準でコレージ

ュを選ぶかについてみるとつぎのようになってい

る。

コレージュの特徴

リセの第一期であったこと

市の中心に所在すること

第６級で遅滞者が少ないこと

第２級への進級者が65％以上

であること

ブルジョワ的コレージュ（高

級管理職の子どもが20％以

上であること）

高級管理職

56.6％ 

60.7％ 

62.1％ 

員
鴻
吻
吻

工
爪
３
５

２
１
２
 

50.1％31.8％ 

65.2％23.9％ 

いろいろな社会階層の家族が，同じタイプのコ

レージュを選択しないのは，子どもに対して同じ

計画を持たないからである。そのことは，変更の

理由を調査すると分かる。すなわち，上流社会層

はコレージュの選択の理由を，そのコレージュの

名声に求めている（21.7％）が，事務労働者と工

員はそれぞれ15.6％と14.8％である。また他にな

いと言うような特別教育のためとするものは，上

流階層で12.5％であり，事務労働者では5.9％，

工員では3.6％に過ぎない。

さらに，移民家族の半数以上は，外国語，とく

に母国語の開講の観点からコレージュを選んでい

る。その他の理由として，コレージュの距離や，

そのコレージュに兄弟姉妹がいるからなどとなっ

ている。
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報告者は，つぎのように指摘している。「もし，

現代語の選択科目という理由が，社会職能的に高

い階層の個人（リセの１日第一期課程に入るために

ロシア語を求める）によって表明されたり，ある

いは移民労働者（ポルトガル語，アラブ語を要求

する）によって表明されるに応じていろいろな目

的を持っている事実を考慮に入れるならば，変更

の要求は，社会職能的に高い階級にとっては，受

益を最大にする戦略から出ており，社会職能的に

低い階級にとっては，功利主義的な行動から出て

いると言うことができる｡」

結論として，つぎのように述べられている。学

校制度によって，生徒の進路を調整することが可

能であると思われる。というのは，例外措置の要

求の４分３は満足しているからである。しかし，

情報によって，真の要求の大きさを充分には測り

えない。報告者は，学校が同一の社会階層の子ど

もによって占められることはなかったと述べてい

るが，結論部分では，その危倶を明らかにしてい

る。すなわち，移民や工員の子どもが集まる差別

状態のコレージュ（coll6geghetto）と，ブルジ

ョア的コレージュ(collegebourgeois)に分化し

ていき，それは家族のとる行動によって強化され

ると報告者は述べている。たとえば，第６級での

留年が少なく，第２級への進学率が大きい（65％

以上）学校においては，「学校設置・配置図」に

よる規制の緩和は，結果として上流階級出身の子

どもの割合が顕著に増大することになる。同様に

して，「都市の周辺」の学校に振分けられた工員

と上流階級の子どもの占める割合が同じであると

き，もっとも裕福な家族が，このタイプのコレー

ジュを拒否する数は10倍も多いのである。

以上のように，1984年度における実験の結果が

報告されたが，学区制の緩和によって学校の変更

要求がとくに増加したわけではなく，１０％程度の

要求は，実験が行われる以前にも例外措置として

認められていたものである。上述のように，良い

コレージュ（かつてリセであったもの）に進むた

めに，ロシア語とかドイツ語を履修したいという

理由で指定以外のコレージュで，そのような現代

語を開講しているコレージュを選んでいた。とく

にロシア語のような稀少な現代語を開講している

コレージュは，｜日リセであることが多く好都合で

ある。また英語の必要性が高くなるにつれ，その

履修者は増大したが，そのために学級は多くなる

ばかりで，必ずしも学習に良い雰囲気を醸さない

という「思われざる効果」を生み，優秀な生徒は

それを避け，ドイツ語を履修し，後に英語を本格

的に履修することとなった。ドイツ語のクラス

は，規律も良く，学習の雰囲気も良く保たれてい

るのである(23)。この方法は，住所を偽ったりせ

ずに越境できる方法であり，この仕組みを熟知し

て利用するのは教師がもっとも多い。この点から

見ると，実験についての情報伝達の必要性の問題

などが指摘されなければならないと思われる。

実験は当初，1984年度の学年末から１学年度に

限って行われることになっていたが，その良好な

なりゆきからバリオンらの報告書を待たずに，

1985年度も引き続き実施された。父母は1985年以

降，総数170校のコレージュのなかから自由に選

択することができるようになった。1984年度の実

験で子どもの振分の変更を要求した父母の77.4％

は，「自分の子どもを進学させるコレージュを選

択する可能｣陸を常にもたなければならない」と考

えている。実験地区では，小学校も自由選択とさ

れている。コレージュ段階の実験は拡大される方

向で考えられており，1986年度には，大都市部，

すなわちローヌ，リール，グルノーブルの県に広

げられているはずである。

しかし，1986年初頭,「フランス民主主義連盟一

共和国連合」（UDF-RPR）の綱領の中で，「家族

による学校の自由選択」（librechoixdel，ecole

parlesfamilles）と華々しく発表した政策，す

なわち学区制の緩和の一般化や学区制廃止は，そ

の後大きな展開をみせていない(24)。ただ，1986年

３月21日にシュヴェヌマンに代わって国民教育相

となったモノリ（Ren6Monory）は，「1978年に

は，地域の公共団体と大学区当局との間で意見の

一致が得られるようないくつかの県は，通学区域

制廃止(d6sectorisation）の強調政策(politique

concert6e）に加わることができるだろう」と述
べている(25)。

モノリ大臣は着任して－か月後，総視学に進行

中の実験の総括を依頼した。視学官は，パリオン

などによってすでに分析されている実験を明確に

確認し，大臣にその実施の慎重さを勧告してい

る。かれらは，「容易な改革と信じさせるほど悪

いものは他にはないだろう：改革が日程に上り，

その実施の諸段階が，詳細に示され，幻滅が起こ

るのを避けるようにしなければならないだろう」

と述べており，それゆえに慎重な行動が採られて

いるのであろう。学区制の緩和の実験を一般化す

ることは，学校間における不平等や，また国民教

育の「現行の行政制度」における不平等が縮小さ

れなければ，かれらには不可能に思われるのであ

る。解決法について，一つの方法が大臣に耳打ち
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されていると言う。それは「教育［学校］群」

（bassinSdeformation）の創設であり，これは

アラン・サヴァリ元国民教育相が，ブルジョワ

（GuyBourgeois）とともにヴェルサイユで開

始した実験のモデルに基づいている。ブルジョワ

は，当時大学区の事務局長であったが，今日モノ

リ文相の副官房長官である。この「教育［学校］

群」制度によって，「学校設置・配置図」を国民

の要求によりよく適応させることができるとして

いる(26)。

（三）生徒の学校選択と振分一「学校設

置・配置図」および学区制度の理念

と問題点

生徒の進路指導は，原則として，コレージュ段

階において,その第二学年にあたる第５級終了時，

第四学年で最終学年にあたる第３級終了時に行わ

れる。進路の勧告については，まず生徒の学級を

担当する教師が会合する「教授委員会｣において，

家族の希望や成績や観察に基づき進路の提案がつ

くられ，つぎにその提案は「学級委員会」で検討

され，結果は校長を通じて家族に通知される。勧

告されたコースなどが，生徒が在籍している学校

に存在しない場合,「振分委員会」（commission

d，affectation）に生徒の書類が回され，そこで通

学する学校が決定される。もちろん，この間不服

を申し立てる権利が認められている(27)。

ところで,進路指導はその理念として,生徒の意

欲・関心や適性・能力に応じて生徒を学校やコー

スに振分けるのであるが，「この手続きにおいて，

『学校設置・配置図』の概念はどこにも現れてこ

ないし，すべてはあたかもそれが存在しないかの

ように過ぎていく。本質的な操作は，家族や教師

の目には隠されているのである｡｣(28)。

このように「学校設置・配置図」の性格や，そ

の進路指導における役割については諸規則にも明

記されておらず，全体的に不明瞭である。学区制

の緩和の実験のなりゆきは好評であるが，それは

学校選択や振分の決定過程が明瞭であるためとい

えよう。

進路指導が，もともと国家の教育政策とは関係

のない具体的な教育活動から生まれたものである

ことは明白である。教師が成績で生徒を分けると

き，生徒の分類のために国家が規定した基準があ

るなどはまったく知らない。教師が行う分類は純

粋に教育的なものであり，教育的な基準への一致

度の観点からなされている。しかし，教育的基準

と政策的基準とが一致していく傾向がある。進路

指導には，三つの要素がある。すなわち生徒と父

母，教師および国家であり，この最後のものは目

に見えないが，そのからくりの法則を握っている

のである(29)。

そのからくりの法則がどのように働いているの

か，それを調査するのは困難と言われている。と

いうのは，受け入れ可能な定員と，進路の決定と

の数的な一致についての全国的な総括がなされた

ものがないからである。その結果は，県や大学区

ごとに非常にまちまちにしか知られていない。振

分は，依然として非常に神秘的な現象と考えられ

ている(30)。

いくつかの現象を見る以外に，それを感知する

方法はない。たとえば，ある科を選ぶ生徒が多す

ぎて，定員が不足しているとき，まだ定員に余裕

のある科に回されるが，ここに「学校設置・配置

図」という名のもとで現れてくるのである(31)。ま

た，「学級委員会」は，生徒の進路の勧告に際し

て，「職業教育免状」（ＢＥ・Ｐ･）や｢職業適任証」

（ＯＡ・Ｐ.）の数ある専門分野を詳細に指示しな

いよう求められている。それは，「学校設置．配

置図」に照らして作業を行う「振分委員会」に決

定の裁量を残すためであるといわれている(32)｡進

路指導の段階と振分の段階とが分離し，その利点

も認められているが，その後者の段階が行政的

で，官僚的で，権威的であり，生徒が選んだ進路

を尊重しないまでになっており,そのような状況

は多くの不安を引き起す結果となっている(33)。

このような観点から，「国土の整備政策と関係

している『学校設置・配置図』は，教育機会の平

等主義の関心に応えておらず，教育を雇用や地方

の資本主義の必要性に応えようとしている」と指

摘するものもある(34)。自由に見える外観にも拘

わらず，進路指導はより全体的で，かつより選抜

的な面をもっているのである(35)｡

このような「学校設置･配置図」および学区制

度について，進路指導と学校選択の側面から，そ

れらの理念，その機能，およびそれに対する批判

などについて改めて検討しておく必要があろう。

１）「学校設置・配置図」および学区制度の理念

とその機能

すでに述べたように，「学校設置・配置図」や

学区制度の制定は，どこに住んでいようともすべ

ての子どもに学習の機会を与えるため〆学校を合

理的にかつ同じように設置することを目指してい

る。それゆえに，「学校設置･配置図」は，教育の

民主化に不可欠な物質的基盤をなしている(36)｡と
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<に義務教育段階にあっては，市町村は学校を平

等に配置し，学習者の通学の機会の平等を図るこ

とを目的としている。中等教育についてもその基

本は同じであるが，社会により近づくゆえに，

「学校設置・配置図」の性格は異なってくる。す

なわち，教育における個人的な希求と国・社会の

経済的必要との調和と言う国家体制を問わず旧く

からの問題が加わってくる。「中等教育の『学校

設置・配置図』は，学校の組織網を形成するもの

であり，ある一定の時期に就学する生徒数の予測

を考慮に入れ，生徒の能力や関心に合致し，かつ

生徒が経済・社会生活に入っていく可能性に合っ

た進路指導を可能にするようないろいろな形態の

教育を提供するものでなくてはならない」という

ことになる(37)。

フランスは混合経済を採っている国であり，第

二次大戦後は５か年単位の経済社会［文化］発展

計画を実施してきており，教育に関する計画もそ

の中で行われている。教育計画が５か年計画に本

格的に組み込まれるのは，「教育爆発」に続く時

代からである。たとえば，1965年度では，第５次

計画(1966-1970)に従って，進路指導期の最終学

年である第３級を出た100人のうち，３５人が長期

第二期教育（普通．技術教育）に進み，４０人が短

期第二期（職業教育）に向かわされた。また第６

次計画に基づいて，1972年に「学校設置・配置

図」を見直した際，長期第二期には42人，短期第

二期には48人と計画された(38)。

しかし，フランスにおける計画の特徴は，厳格

な計画経済とは異なり，その本質的基盤は，個人

の自由に任せる（volontariste）政策にあるとい

うことである。それゆえに，学習情報や職業情報

活動を包含した進路指導活動が，その重要な調整

機能として作用しているのである。

「学校設置・配置図」は，以上のようにその実

際の運用について，明瞭でない点が多いが，それ

が教育・養成計画によって，生徒や家族の学校選

択や振分を調整するだけでなく，各種の教育機関

の設置計画や，学校建築の時間的，財政的合理化

を目途していることは言うまでもない。すなわ

ち，「学校設置・配置図」という指針的な計画図

は，学校建築を産業化させることができるのであ

り，学校建築のモデル化により，建築期間の短縮

と建築費の節減を可能にすることになる。「学校

設置・配置図」は，その他，障害者教育，特別英

才教育ｂ寄宿舎を持つ学校，上級技術者養成など

についても応用され，それらの機関の適正な配置

を考慮している(39)。

２）「学校設置・配置図」および学区制度をめぐ

る批判

このような「学校設置・配置図」や学区制度と

教育計画との関係については批判も多い。

もっとも典型的な批判は，ポードゥロ（Bau-

delot，Ｃｈ.）やエスタプレ（Establet，Ｒ､）など

の「資本主義的学校論｣(40)に基づくものである。

このような立場から「学校設置・配置図」を研究

対象にしたセグレ（Segr6,Ｍ､)(４１)は，初めて｢学

校設置・配置図」を規定した1963年５月３日付け

の通達について，おおよそつぎのような批判をし

ている。

すなわち,通達の条文は，「改革によって望ま

れている民主化は，小学校を出た後の教育が，子

どもの住居にできるだけ近づけられることを求め

ている」と述べている。「学校設置・配置図」の

目的は，教育の機会をすべての生徒に与え，教育

の民主化を促進する関心に応えているように見え

るが，この平等主義的な論の背後に，「学校設置・

配置図」の本質的目的の一つ，すなわち教育を地

域の雇用の必要性にできるだけ適応させることで

あることが読みとれるのである。もし，「学校設

置・配置図」が，国土全体における学校網の合理

的な設置の試みとして，1959年のベルトワン改革

のときに作成されたのは偶然ではない。ほんの少

し前に，同じような試みが産業の配置を合理化す

るためになされていたのである。1955年以来実施

されてきた国土整備政策は，「学校設置・配置図」

と直接結びついている。というのは，就学率の地

方間不均衡は緩和される傾向になかったし，生産

における教育のますます大きくなった役割を考慮

に入れると，そのことは生産性向上にブレーキを

かける危険性があった(⑫)。

このように述べ，「学校設置・配置図」が資本

主義的な必要と密接な関係のなかで作成されたこ

とを指摘している。さらに，ランジュヴァン・ワ

ロン改革案の一部実現化であると評価されている

アピ改革について，それが「学校設置・配置図」

について触れていないものの，職業教育リセのコ

ースなどを産業構造と一致させていると批判して

おり，アピ改革は改革にも拘わらず教育をさらに

悪化させたと酷評している(43)。

「学校設置・配置図」を公式に用いたのは既述

のように，ランジュヴァン・ワロン改革案であ

り，それは戦後教育の復興計画に基盤を与えるも

ので，究極的には教育機会の均等化のためであっ

た。その後，ベルトワン改革に至るまで「学校設

置ｃ配置図」に言及されることはなかった。ベル
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トワン改革は，就学人口の急増によってこれ以上

待てない状態での改革であったし，広大な国土に

拡散している国民に教育の機会を平等に与えるた

めに計画が急務であったことは事実である。

また，ランジュヴァン・ワロン改革案以後，ベ

ルトワン改革にいたる間に相次いで公にされた改

革案はいずれも実施にいたらなかったが，それら

の改革案が社会経済的要請を反映するようになっ

てきたのも事実である。その傾向は，ランジュヴ

ァン・ワロン改革案に相反するいわゆる反動的な

動きであるとする論が数多く出された。しかしラ

ンジュヴァン・ワロン改革案は，その改革研究委

員会の構成員の多くが共産党員であり，そのため

にいろいろなＩ憶測などを引き起こしたのである

が，その内容の一部が時代遅れになっているとし

ても，今なお言及される普遍部分をもっているの

は，それが戦後復興の希望のなかで，党派を越え

て論議され，当時はもちろんのこと現在の政治体

制をも超越したところで構想された点にあると考

えられる。その一つは教育と社会との関係につい

てである。すなわち，改革案は，「教育の構造が

社会構造に適応させられなければならないのは事

実である」と述べ，「近代経済からきている新し

い要請は，われわれの教育の鋳直しを必要として

いる。われわれの教育は，その現在の構造におい

て，経済的および社会的条件にもはや適応しなく

なっているのである｣(")と指摘している。

ランジュヴァン・ワロン改革案は，すべてのも

のに平等な教育機会を与えることをその基盤と

し，その当然の帰結として，適性・能力にあった

教育，適性・能力によって割り当てられる社会的

職業と，それに導く進路指導の原則を提唱してい

る。これはつぎのような根本問題に答えるもので

ある。すなわち，進路指導について，ただ生徒の

意欲・関心や適性・能力のみを考慮に入れなけれ

ばならないのか，あるいは，「学校設置・配置図」

にその姿を表しているような社会経済的発展の要

素が考慮されなければならないか(45)と言う旧く
からある問題である。

ランジュヴァン・ワロン改革案は，この問題に

的確に答えていると言えよう。すなわち，「いろ

いろな能力（comp6tences）をより的確に用いる

という観点から個人の能力・適性を活用するとい

うことは進路指導の原則を提起することになる。

まず，学業進路指導，つぎに職業進路指導が続

き，それらは各々の労働者，各々の市民を，かれ

らの可能性にもっともふさわしく，その効率をあ

げるのにもっとも好ましい職場に置くようになら

なければならない。現在の選抜(s61ection）は，

見事な貢献をすることができるような職業に対し

てもっとも才能ある生徒の方向を変えてしまうに

いたっているが，このような選抜に代わって，個

人的な適'性・能力と同時に社会的必要に基づいた

労働者の割り振りの方法がでてこなければならな

い｣(46)と述べ，個人，教育および社会との関係を
的確にとらえ，その妥当性を示している。

ところで，「学校設置・配置図」のような教育

計画は批判されているが，個人，教育および社会

の関係をより民主的にするために，計画化は不可

欠なものである。「社会経済発展に厳しい拘束を

課さないまでも，好ましいと判断され，あるいは

少なくとも合理的と判断される発展図式を提示し

ているような計画化の大きな流れから国民教育を

隔離しておくことはまったく非現実的である。国

民教育の使命の一つは，青年を労働界により良く

入れることにあり，教育政策が予測可能な社会経

済的発展を考慮に入れなければならないことは明

白である｡｣(47)。

このことは体制を越えて妥当性を持つと考えら

れる。フランスが「資本主義的学校」論に基づき

産業政策を推進してきていれば，今日重要な資本

主義国家になっているであろう。しかし，現実は

そうではなく，ブローデルは，フランスは資本主

義国ではないとさえ主張している(48)。ミッテラン

社会党政権下において，ネオ・リベラリスム的政

策が展開されている。これは矛盾のように思われ

るが，決して矛盾ではなく，政治経済体制を越え

た現象である。

「学校設置・配置図」の立案や実施を担当して

きたカプラ（GCaplat）は，それが当初大きな

反対や不満を引き起こしたものの，その後多くの

不安は和らげられていると述べている。反対や不

満は，「学校設置・配置図」に伴う閉校，リセの

「中等教育コレージュ」（Ｃ・ＢＳ.）への転換,居

住地の近くに求めている型の教育の開設がないこ

となど地域住民に関わるものや，第二期課程の廃

止やリセの「中等教育コレージュ」への転換によ

ってそのような学校に配置換えされるのではない

かと心配している教授側のものである。もう一つ

の反対は，社会的なものであり，名声ある１日リセ

の第一期課程に子どもを進ませたいとしている父

母の希望で，これは伝統的教育（古典科）に惹き

つけられている現象から生じているものである。

しかし，「学校設置・配置図」は全体において，

理解されるようになっている。当初，「学校設置・

配置図」の有益'性を否定するものには無関心な態
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「学校設置・配置図」の実際の運用や，「振分委

員会」におけるその機能などについてはヴェール

に覆われたままで，これを解明することはできな

かった。この点については，今後，地方分権化や

学区制の緩和および廃止の実験の過程において漸

次明らかにされていく可能性があり，その解明は

今後の課題としたい。

度を取られることによって，またなにか不明な意

図をもったテクノクラート的装置であると考えて

いるものには不信でもって考えられていたが，国

民教育の政策の合理的な実現のための手段として

のその真の性格が少しずつあきちかにされてい

る(49)。

（四）おわりに－残された課題

以上において，生徒の進路指導と学校選択につ

いて，「学校設置・配置図」および学区制度を中

心に検討してきた。それらの成立過程や，理念と

問題点などについては明らかにできたものの，

付記：本稿は昭和61年度科学研究費補助金（一

般研究Ｃ61510125）を受けて実施している研究の

一部をなしている。
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